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株主各位
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　 証券コード　7219

　 平成22年11月11日

株 主 各 位　

　 　 静 岡 県 富 士 宮 市 上 井 出 2 2 6 6 番 地

　 　 株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス

　 　 代表取締役社長 長谷川　浩　之

第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年11月25日（木曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年11月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 静岡県富士宮市北山7181番地
　 　 当社本社工場４号棟３階会議室
３．目 的 事 項 　

　報 告 事 項 １．第37期（平成21年９月１日から平成22年８月31日まで）
　 　 事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件
　 　 ２．第37期（平成21年９月１日から平成22年８月31日まで）
　 　 計算書類報告の件

　決 議 事 項 　
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 監査役１名選任の件
　第３号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生

じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http：//www.hks-
power.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事業報告

(平成21年９月１日から
平成22年８月31日まで)

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度の世界経済は、アジア新興国を中心に一部で回復基調に転

じたものの、先進国では欧州財政問題からの金融不安や、依然として続く厳

しい雇用、所得環境などから、先行への不透明感が残る状況が続いています。

自動車業界は、各国政府の景気対策などの後押しから自動車販売が持ち直し、

メーカーの在庫調整も一巡するなど回復が伺えるようになりました。また国

内では、ハイブリッドカーなどの環境対応車が市場を独占し大きな変革期と

なりました。

  このような中、当社グループは商品開発のスピードアップ、販路の集約に

よる営業力強化に努めましたが、アフターパーツ販売の需要回復の遅れ、メ

ーカー受託加工の減少などにより、当連結会計年度における連結売上高は、

5,525百万円（前期比21.5%減）となりました。

利益面では、利益体質構築を目指し、人員削減等の合理化、経費圧縮など

を強力に推し進めましたが、売上高の減少による減益要因が大きく影響し、

営業利益44百万円（前期比75.1％減）、経常損失9百万円（前期は135百万円

の経常利益）、当期純損失17百万円（前期は125百万円の当期純利益）となり

ました。　

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）　

国内の市況停滞の影響からアフターパーツ、メーカー受託加工とも売上高

は減少し、売上高は5,026百万円と前期に比べ1,388百万円の減少（前期比

21.7％減）となりました。

　一方、利益面では人員削減等の合理化や経費圧縮などの固定費削減に努め

ましたが、売上減少による減益要因をカバーできず、営業利益は134百万円と

前期に比べ152百万円の減少（前期比53.2％減）となりました。

（北米）

北米でのアフターパーツ売上高は、市況の停滞および円高の影響を受け減

少し、売上高は675百万円と前期に比べ116百万円の減少（前期比14.7％減）
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となりました。

一方、利益面では経費の圧縮等努力した結果、営業利益は29百万円と前期

に比べ4百万円の減少（前期比12.3％減）にとどまりました。

（ヨーロッパ）　　

ヨーロッパでのアフターパーツ売上高は、現地通貨ベースではほぼ前期並

みとなりましたが円高の影響を受け、売上高は311百万円と前期に比べ44百万

円の減少（前期比12.6％減）となりました。営業利益は9百万円と前期に比べ

0百万円の増加（前期比11.0％増）となりました。　

（アジア）

　サービスセンターでの販売が堅調に推移し、売上高は182百万円と前期に比

べ1百万円の増加（前期比0.8％増）となりました。利益面ではタイ国マフラ

ー工場立ち上げに伴う費用が増加し、16百万円の営業損失（前期は11百万円

の営業利益）となりました。

　

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資額は165百万円であ

り、その主なものは、生産設備の増強、更新ならびに新製品開発に伴う金

型取得であります。なお、その所要資金の全額を自己資金によりまかなっ

ております。

　

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、募集株式発行および社債発行等の資金調達は

行っておりません。

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。
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⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。　

　

　

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

項　目
第 34 期

平成19年８月期
第 35 期

平成20年８月期
第 36 期

平成21年８月期
第 37 期

平成22年８月期

売 上 高 (百万円) 8,357 8,551 7,035 5,525

経 常 利 益 (百万円) － 390 135 －

経 常 損 失 (百万円) 9 － － 9

当 期 純 利 益 (百万円) － 223 125 －

当 期 純 損 失 (百万円) 166 － － 17

１株当たり当期純利益 （円） － 45.00 26.71 －

１株当たり当期純損失 （円） 33.12 － － 3.74

純 資 産 (百万円) 8,182 8,155 8,035 7,897

１株当たり純資産額 （円） 1,623.89 1,685.88 1,743.67 1,714.47

総 資 産 (百万円) 11,517 11,203 9,974 9,468

（注）１株当たり当期純利益および１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数（自己株式

数を控除した株式数）により算出しております。

　

　

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

HKS USA,INC.
千米ドル
2,664

％
100.0

自 動 車 関 連 部 品 の 販 売

HKS EUROPE LIMITED
千英ポンド

573
100.0 自 動 車 関 連 部 品 の 販 売

HKS(Thailand)Co.,Ltd.
（注）１、２

千タイバーツ
8,000

49.0
［51.0］

自 動 車 関 連 部 品 の 販 売

株式会社エッチ・ケー・エス
ア ビ エ ー シ ョ ン

千円
30,000

100.0 超軽量小型飛行機用エンジンの販売

日 生 工 業 株 式 会 社
千円

50,000
100.0 自 動 車 関 連 部 品 の 加 工

株式会社エッチ・ケー・エス
テクニカルファクトリー

千円
40,000

100.0 自 動 車 関 連 部 品 の 販 売
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（注）１．議決権の所有割合の［　］内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数と

なっております。

２．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであ

ります。

　

　

(4) 対処すべき課題

当社は、「アフターパーツ業界ナンバー１」を目指し、その事業基盤をよ

り強固なものにすべく各種施策を展開してまいります。

　

主な課題および施策は次のとおりであります。

①　収益重視の経営体質

得られる売上で、最大の利益を追求することを経営の最重要課題と認識

し、生産性の向上と営業費用の低減を進め収益力の向上を目指します。

　

②　海外展開と開発スピード

世界各国のマーケティングを強化し、更に開発スピードの向上を図り、

各国のユーザーニーズに合わせた商品をタイムリーに提供できる体制を強

化します。

　

③　品質

お客様に信頼される品質保証体制の確立に向け、グループ全体でのＩＳ

Ｏ継続維持および改善を目指します。

　

　

(5) 主要な事業内容（平成22年８月31日現在）

当社グループは、アフターマーケット向け自動車部品およびレース用エン

ジン、軽量小型エンジン等の製造および販売を行っております。

主要な品目は、次のとおりであります。

区 分 主 要 品 目

自 動 車 部 品
マフラー、電子関連製品、ターボ関連製品、サスペンション関
連製品、用品関連製品等

レ ー ス 用 エ ン ジ ン 、
軽 量 小 型 エ ン ジ ン

レースエンジンチューニング、超軽量小型飛行機用エンジン
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(6) 主要な営業所および工場（平成22年８月31日現在）

当社

本社：静岡県富士宮市上井出2266番地

工場：本社工場（富士宮市）、富士宮工場

営業所：札幌、仙台、東京（埼玉県戸田市）、名古屋、大
阪（箕面市）、福岡

HKS USA,INC. 米国カリフォルニア州

HKS EUROPE LIMITED 英国ケンブリッジシャー州

HKS(Thailand)Co.,Ltd. タイ国サムットプラカーン県

株式会社エッチ・ケー・エス
アビエーション

静岡県富士宮市

日生工業株式会社 東京都大田区、埼玉県本庄市

株式会社エッチ・ケー・エス
テクニカルファクトリー

埼玉県戸田市

　

　

　(7) 使用人の状況（平成22年８月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使用人数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

301（48） △56（△2）

（注)１．使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

　 　２．使用人数が前連結会計年度末に比べ56名減少しましたのは、経営の効率化による整理解

雇等によるものであります。

  　

　　②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 （ 名 ） 前期末比増減（名） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

216（40） △54（△1） 36歳１ヶ月 12年９ヶ月

（注)１．使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

　　２．使用人数が前期末に比べ54名減少しましたのは、経営の効率化による整理解雇等による

ものであります。
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(8) 主要な借入先の状況（平成22年８月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 静 岡 銀 行 119百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 51百万円

　　

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の状況

(1) 株式の状況（平成22年８月31日現在）

①　発行可能株式総数 19,562,000株

②　発行済株式の総数 5,022,000株

③　株主数 584名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

長 谷 川 　 浩 　 之 1,941千株 42.3％

株 式 会 社 静 岡 銀 行
（常任代理人　日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

190    4.1  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 168    3.7  

東京海上日動火災保険株式会社 135    2.9  

瑞 浪 太 陽 社 電 氣 株 式 会 社 110    2.4  

Ｈ Ｋ Ｓ 従 業 員 持 株 会 100    2.2  

静 岡 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 98    2.1  

山 　 本 　 　 　 衛 93    2.0  

北 川 五 一 90    2.0  

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

79    1.7  

　（注）　当社は自己株式429,651株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。

また持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

　

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成22年８月31日現在）

　該当事項はありません。

　

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成22年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 長 谷 川 　 浩 　 之
株式会社エッチ・ケー・エス アビ
エ ー シ ョ ン 代 表 取 締 役 社 長
日 生 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 松 本 典 彦
営 業 部 長
HKS(Thailand)Co.,Ltd.取締役社長

取 締 役 小 林 　 優
第 ２ 自 動 車 開 発 部 長 兼
商 品 戦 略 室 長

取 締 役 望 月 明 人 第 ３ 自 動 車 開 発 部 長

取 締 役 石 川 敏 明 社 長 室 長 兼 管 理 部 長

取 締 役 赤 池 龍 記
製 造 部 長
HKS - I T  C o . , L t d .取締役社長　

取 締 役 豊 田 　 潤
H K S  U S A , I N C . 取 締 役 会 長
H K S  E U R O P E  L I M I T E D取締役会長
LIFE CARE MOBILITY,INC.取締役社長

常 勤 監 査 役 渡 邊 彰 文 　

監 査 役 植 松 敏 光 丸 喜 食 品 株 式 会 社 常 務 取 締 役

監 査 役 河 野 　 誠 弁 護 士

（注）1.監査役 植松敏光氏および河野誠氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。　

      2.監査役 植松敏光氏は大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるお

それのない独立役員であります。 　

　　

②　事業年度中に退任した取締役の状況

氏 名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・担当および重
要 な 兼 職 の 状 況

北 川 五 一 平成22年２月28日 辞 任 常務取締役、事業開発部長

　

③　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ８名 42百万円

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

４百万円
（１百万円）

合 計 11名 46百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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２．支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当額を含めております。

３．取締役の報酬限度額は、平成８年11月26日開催の定時株主総会決議において年額204百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成８年11月26日開催の定時株主総会決議において年額36百

万円以内と決議いただいております。

　

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

監査役　植松敏光氏は、丸喜食品株式会社の常務取締役を兼任してお

ります。なお、当社と丸喜食品株式会社との間に取引関係はありませ

ん。

ロ．当事業年度における主な活動状況

ａ．取締役会および監査役会への出席状況

　
取締役会（19回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監査役 植 松 敏 光 17回 89％ 12回 100％

監査役 河 野 　 誠 14回 74％ 10回 83％

ｂ．取締役会・監査役会における発言状況

・監査役　植松敏光氏は、社外監査役として取締役会および監査役会

において、企業経営に関しての幅広い経験から、取締役会および監

査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため助言・提言を行

っております。

・監査役　河野誠氏は、社外監査役として取締役会および監査役会に

おいて、主に弁護士としての専門的見地から取締役会および監査役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため助言・提言を行って

おります。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額となっ

ております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 芙蓉監査法人

　

②　報酬等の額

　 支　払　額

イ．会計監査人の報酬等の額 19百万円

ロ．会社および子会社が支払うべき金銭等の合計額 19百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金

額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたし

ます。

　また、当社は、会計監査人が職務を適正に遂行することが困難と認めら

れる場合には、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任また

は不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。

　

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

・取締役および使用人は、「倫理行動規範」に定める行動基準にしたがっ

て、法令・定款を遵守して職務を執行する。

・取締役会は、事業活動に係る法規制等を遵守するために必要な組織・体

制を整備して、当社グループにおけるコンプライアンスを推進する。

・取締役は、事業活動の遂行に関連して、重大な法令・定款に違反する恐

れのある事実を発見した場合には、速やかに取締役会に報告する。

・内部監査人は、当社および子会社の業務監査を行い、業務プロセスの有

効性・適切性を監査するとともに、コンプライアンスの状況を監査し、

代表取締役に報告する。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役の職務執行に係る文書等の情報については、法令および社内規程

に基づいて、適切に保存・管理する。

・取締役および監査役は、取締役の職務の執行状況を確認するため、前項

の文書等の情報をいつでも閲覧できるものとする。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社を取り巻く各種のリスクに機動的に対応するため、コンプライアン

ス、企業倫理、ＩＲ、環境保護をはじめとする企業の社会的責任全般に

ついて統括する組織として、ＣＳＲ委員会を設置する。

・取締役は、職務執行の過程で発生するリスクについて、業務部門ごとに

リスク管理体制を整備し、損失の早期発見と未然防止を図る。

・突発的な災害については、代表取締役を本部長とする災害対策本部を設

置し、迅速かつ機動的な対応を行うことにより、損失の拡大を防止する。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、取締役の職務分担を明確にするとともに、責任と権限が明

確な体制・規程を整備する。

・毎月１回定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開

催し、事業活動に係る重要事項の決定および取締役の職務の執行状況の

報告を行う。

・取締役会は経営計画を策定して全社的な目標設定を行い、定時取締役会

において、目標達成に向けた取締役の職務の執行状況を確認することに

より、経営環境の変化に対応した迅速な意思決定を行う。

　

⑤　当社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・当社は、子会社の経営の自主性・独立性を尊重するとともに、当社グル

ープ全体の経営の効率的な運営と適法かつ適正な業務を遂行するための

指導・支援を行う。

・子会社の取締役または監査役のうち１名以上は当社の取締役または使用

人を選任し、子会社における職務執行の監督または監査を行う。

・子会社は、当社と定期的に会議を開催し、当社グループに影響を及ぼす

重要な経営事項について報告および協議を行う。
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・当社の監査役および内部監査人は、子会社の業務執行の適法性ならびに

業務プロセスが適正であるかを確認するため、必要に応じて子会社の調

査を行い、または報告を求めることができる。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項および取締役からの独立性に関する事項

・監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合には、

監査役会と協議の上、必要な人員を配置する。

・監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合、取締役からの独立性

を確保するため、当該使用人の人事異動および人事考課は、監査役会と

協議して決定する。

　

⑦　監査役に報告するための体制およびその他監査役の監査が実効的に行わ

れることを確保するための体制

・毎月１回開催される取締役会に原則として監査役全員が出席するととも

に、常勤監査役は取締役会および会社の重要な意思決定を審議する各種

会議に出席し、業務の執行が適正に行われているかを監視する。

・取締役および使用人は、当社に著しい損害を及ぼす事実が発生し、また

は発生する恐れがある事実や、取締役および使用人による重大な違法ま

たは不正な行為があることを知った場合には、速やかに監査役に報告す

る。

・監査役および内部監査人は、監査役会で決定した年度監査計画に基づい

た業務監査を連携して行うとともに、必要に応じて随時情報の交換を行

うことにより相互の連携を高める。

・内部監査人は、監査役から請求があった場合には、監査報告書を提出し、

また必要に応じて説明を行う。



2010/10/28 13:37:07 ／ 10683555_株式会社エッチ・ケー・エス_招集通知

連結貸借対照表

－ 14 －

連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年8月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(4,795,893)

1,268,914

736,677

750,000

1,045,236

253,365

482,524

147,962

123,583

△12,370

(4,672,807)

(4,245,859)

1,553,874

585,711

1,980,689

16,008

109,575

(42,976)

5,838

37,137

(383,971)

43,123

47,692

246,509

104,965

△58,319

流 動 負 債 (1,157,311)

支払手形及び買掛金 517,136

短 期 借 入 金 189,832

未 払 法 人 税 等 15,685

賞 与 引 当 金 64,618

そ の 他 370,038

固 定 負 債 (413,655)

長 期 借 入 金 128,460

退 職 給 付 引 当 金 142,855

役員退職慰労引当金 142,340

負 債 合 計 1,570,966

純 資 産 の 部

株 主 資 本 (8,024,100)

資 本 金 878,750

資 本 剰 余 金 963,000

利 益 剰 余 金 6,340,747

自 己 株 式 △158,397

評 価 ・ 換 算 差 額 等 (△150,624)

その他有価証券評価差額金 △901

為替換算調整勘定 △149,723

少 数 株 主 持 分 (24,259)

純 資 産 合 計 7,897,734

資 産 合 計 9,468,701 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,468,701
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成21年9月１日から
平成22年8月31日まで )

　 　 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 5,525,555

売 上 原 価 　 3,271,523

売 上 総 利 益 　 2,254,031

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,209,474

営 業 利 益 　 44,556

営 業 外 収 益 　 24,885

受 取 利 息 配 当 金 8,419 　

受 取 賃 貸 料 226 　

そ の 他 16,240 　

営 業 外 費 用 　 79,311

支 払 利 息 8,634 　

為 替 差 損 64,189 　

売 上 割 引 6,333 　

そ の 他 153 　

経 常 損 失 　 9,868

特 別 利 益 　 59,745

固 定 資 産 売 却 益 4,908 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,120 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 12,834 　

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額 40,445 　

保 険 金 収 入 437 　

特 別 損 失 　 41,958

固 定 資 産 売 却 損 97 　

固 定 資 産 除 却 損 2,957 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,980 　

割 増 退 職 金 35,922 　

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 7,919

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,171 　

法 人 税 等 調 整 額 5,079 26,251

少 数 株 主 損 失 　 1,116

当 期 純 損 失 　 17,216
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連結株主資本等変動計算書

(平成21年９月１日から
平成22年８月31日まで)

（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年８月31日残高 878,750 963,000 6,403,897 △158,074 8,087,572

当連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △45,933 　 △45,933

当 期 純 損 失 　 　 △17,216 　 △17,216

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △323 △323

株主資本以外の項目の当連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

　 　 　 　 　

当連結会計年度中の変動額合計 － － △63,149 △323 △63,472

平成22年８月31日残高 878,750 963,000 6,340,747 △158,397 8,024,100

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成21年８月31日残高 5,861 △84,222 △78,361 26,364 8,035,575

当連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △45,933

当 期 純 損 失 　 　 　 　 △17,216

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 △323

株主資本以外の項目の当連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△6,762 △65,501 △72,263 △2,105 △74,368

当連結会計年度中の変動額合計 △6,762 △65,501 △72,263 △2,105 △137,841

平成22年８月31日残高 △901 △149,723 △150,624 24,259 7,897,734
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連結注記事項

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ９社

・連結子会社の名称 HKS USA,INC.

　 HKS EUROPE LIMITED

　 HKS(Thailand)Co.,Ltd.

　 LIFECARE MOBILITY,INC.

　 HKS SP Ltd

　 HKS-IT Co.,Ltd.

　 株式会社エッチ・ケー・エス　アビエーション

　 日生工業株式会社

　 株式会社エッチ･ケー･エス　テクニカルファクトリー

 
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社等の状況

　・持分法適用の非連結子会社または関連会社数　０社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

・主要な会社等の名称 株式会社エッチ・ケー・エス九州サービス

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益および利益剰余金に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての連結子会社の決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成に当たっては同決

算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は、連結上必要な調整

を行っております。

　
４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)　

時価のないもの 移動平均法による原価法
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②　たな卸資産　　　　　　　 　

製品、原材料および仕掛品 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 当社および国内連結子会社は主として定率法（ただし、

平成10年９月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）は定額法）を採用し、海外子会社は定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物及び構築物３～50年、機

械装置及び運搬具２～15年であります。

②　無形固定資産 ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額（適

格退職年金解約返戻金控除後)に基づき計上しております。

　なお、当連結会計年度において従来加入しておりました適格退職年金を解約し、解約

返戻金を退職給付債務の先払いとして従業員に支給しております。　　

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

　

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　なお、在外子会社等の資産および負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分および為替換算調整勘定に
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含めて計上しております。

②  ヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っており

ます。

・ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

・ヘッジ方針

　主として当社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取

引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

・ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完

全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。　

　

６．のれんの償却に関する事項

　５年間の定額法により償却を行っております。

　

７．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

　　（退職給付引当金）

　退職給付引当金の計上基準については従来原則法を採用しておりましたが、当連結会計

年度に当社が実施した整理解雇に伴い従業員数が著しく減少したこと、および年齢別人員

構成のばらつきにより、退職給付債務について合理的な数理計算上の見積りを行うことが

困難となったため、当連結会計年度末より簡便法により算定しております。

　なお、当連結会計年度において、従来加入しておりました適格退職年金を解約しており

ます。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付引当金戻入額40,445千円を特

別利益に計上したため税金等調整前当期純利益は同額増加しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】

１．担保に供している資産

　担保に供している資産およびこれに対応する債務は次のとおりであります。

　

(1) 担保に供している資産

　 科目 工場財団 その他

　 建物及び構築物 1,148,328千円 103,260千円

　 機械装置及び運搬具 59,127 －

　 土地 1,411,546 107,679

　 有形固定資産その他 2,950 －

　 合計 2,621,953千円 210,939千円

　

(2) 上記に対応する債務

　 科目 金額 　

　 短期借入金 79,232千円 　

　 長期借入金 128,460 　

　 合計 207,692千円 　

　

２．有形固定資産の減価償却累計額

7,545,973千円

　

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 （単位：株）

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 5,022,000 ― ― 5,022,000

　

２．自己株式の種類および株式数に関する事項 （単位：株）

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 428,700 951 ― 429,651

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年11月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 45,933 10 平成21年８月31日 平成21年11月30日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決 議 予 定 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年11月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 45,923 利益剰余金 10 平成22年８月31日 平成22年11月29日

　

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,714円47銭

　

２．１株当たり当期純損失 3円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純損失 17,216千円

普通株式に係る当期純損失 17,216千円

期中平均株式数 4,593千株
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【その他の注記】

１．税効果会計注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 ①　流動の部 　 　

　 （繰延税金資産） 　 　

　 未払事業税 1,434千円 　

　 貸倒引当金 3,088 　

　 賞与引当金 26,286 　

　 役員退職慰労引当金 9,584 　

　 たな卸資産評価損 68,272 　

　 一括償却資産 3,828 　

　 連結上の未実現利益の調整 36,701 　

　 その他 10,034 　

　 繰延税金資産小計 159,231 　

　 評価性引当額 △10,624 　

　 繰延税金資産合計 148,607 　

　  (繰延税金負債) 　 　

　 未収事業税 644 　

　 繰延税金負債合計 644 　

　 繰延税金資産の純額 147,962 　

　 　 　 　

　 ②　固定の部 　 　

　 （繰延税金資産） 　 　

　 貸倒引当金 21,970千円 　

　 退職給付引当金 57,642 　

　 役員退職慰労引当金 47,916 　

　 ゴルフ会員権評価損 2,456 　

　 減損損失 9,621 　

　 繰越欠損金 237,220 　

　 連結上の未実現利益の調整 17,439 　

　 その他 15,468 　

　 繰延税金資産小計 409,736 　

　 評価性引当額 △163,226 　

　 繰延税金資産合計 246,509 　

　 繰延税金資産の純額 246,509 　
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳

　 法定実効税率 40.35％ 　

　 （調整） 　 　

　 住民税均等割等 151.84 　

　 交際費等永久に損金に算入されない項目 29.92 　

　 評価性引当額 159.08 　

　 連結子会社との適用税率差異 △33.31 　

　 その他 △16.38 　

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 331.50％ 　

　

２．退職給付会計注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

  当社および国内連結子会社は、従来、確定給付型の適格退職年金制度および退職一時

金制度でありましたが、平成22年８月より適格退職年金制度を廃止し、退職一時金制度

のみに変更いたしました。　

　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当社は当連

結会計年度末より退職給付債務の算定に当たり、簡便法に変更しております。

　

(2) 退職給付債務に関する事項

　 ①退職給付債務 △142,855千円 　

　 ②年金資産残高 － 　

　 ③未積立退職給付債務　①＋② △142,855 　

　 ④未認識数理計算上の差異 － 　

　 ⑤退職給付引当金　③＋④ △142,855 　

　

(3) 退職給付費用に関する事項

　 ①勤務費用 38,778千円 　

　 ②利息費用 8,034 　

　 ③期待運用収益 △2,576 　

　 ④数理計算上の差異の費用処理額 △3,330 　

　 ⑤退職給付費用合計 40,905 　
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 ３．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金は主に銀行借入により調達

する方針です。また、資金運用については流動性の高い金融資産で運用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。

　②　金融商品の内容およびそのリスク

　  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。ま

た、海外子会社との取引により生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒

されております。有価証券は、短期的な資金運用として保有する譲渡性預金であり、

安全性の高い金融商品に限定しており、リスクは僅少であります。投資有価証券は、

主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

  　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて６ヶ月以内の支払期日であります。

一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨

建ての売掛金の残高の範囲にあります。借入金は主に設備投資に係る資金調達を目的

としたものであり、償還日は最長で決算日後４年であります。

　③　金融商品に係るリスク管理体制

　・信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　　当社は営業債権について、取引先ごとに与信枠の設定を行い、期日および残高を

管理し、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　・市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　　当社は外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク

に対して、原則として為替予約を利用してヘッジをする方針であります。ただし、

現時点では為替予約を行っておりません。投資有価証券については、定期的に時価

や発行体(取引先企業)の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して

保有状況を継続的に見直しております。

  ・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を発行できなくなるリスク）の管理

    当社は適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り流動性リスクを管理しております。

　 ④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。 　
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　平成22年8月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

つぎのとおりであります。

　
連結貸借対照表計上

額(千円)
時価(千円)　 　差額(千円)

(1)現金及び預金

(2)受取手形及び売掛金

(3)有価証券

(4)投資有価証券

　　その他有価証券　

1,268,914

736,677

750,000

　

43,123

1,268,914

736,677

750,000

　

43,123

－

－

－

　

－

　資産計 2,798,715 2,798,715 －

(1)支払手形及び買掛金

(2)短期借入金　

(3)長期借入金

517,136

189,832

128,460

517,136

189,832

127,609

－

－

△850

　負債計 835,428 834,577 △850

　デリバティブ取引 － － －

(注)１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

・資産

　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　(3)有価証券

　　有価証券は３ヶ月以内に満期が到来する譲渡性預金であり、時価は帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額によっております。

　(4)投資有価証券

　　これらの時価については、取引所の価格によっております。

・負債

　(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　(3)長期借入金

　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

・デリバティブ取引　

　現在、デリバティブ取引は行っておりません。
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　2.金銭債権および満期のある有価証券の連結決済日後の償還予定額

　 1年以内(千円)
1年超5年以内　

(千円)　

5年超10年以内

(千円)
10年超(千円)

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

1,268,914

736,677

750,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 2,755,591 － － －

　

　(追加情報)

　　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年3

月10日)および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19

号　平成20年3月10日)を適用しております。

　

４．金額の表示

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年８月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(4,048,447)

683,198

63,755

849,392

750,000

767,653

229,097

477,709

14,690

96,932

122,930

△6,913

(4,781,645)

(3,684,666)

1,049,169

303,556

299,818

39,990

83,577

1,891,442

16,938

171

(31,259)

12,488

12,571

6,199

(1,065,719)

42,381

633,472

293,692

13,091

40,989

224,705

36,613

△219,227

流 動 負 債 (998,385)

支 払 手 形 47,576

買 掛 金 468,592

１年内返済予定長期借入金 72,992

未 払 金 97,553

未 払 費 用 8,776

未 払 法 人 税 等 12,623

前 受 金 　43,230

預 り 金 172,865

賞 与 引 当 金 50,907

そ の 他 23,266

固 定 負 債 (378,945)

長 期 借 入 金 97,700

退 職 給 付 引 当 金 142,855

役員退職慰労引当金 138,390

負 債 合 計 1,377,330

純 資 産 の 部

株 主 資 本 (7,454,351)

資 本 金 (878,750)

資 本 剰 余 金 (963,000)

資 本 準 備 金 963,000

利 益 剰 余 金 (5,770,998)

利 益 準 備 金 42,187

そ の 他 利 益 剰 余 金 (5,728,811)

別 途 積 立 金 5,539,000

繰 越 利 益 剰 余 金 189,811

自 己 株 式 (△158,397)

評 価 ・ 換 算 差 額 等 (△1,588)

その他有価証券評価差額金 △1,588

純 資 産 合 計 7,452,762

資 産 合 計 8,830,093 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,830,093
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損　益　計　算　書

(平成21年９月１日から
平成22年８月31日まで)

　 　 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 4,535,649

売 上 原 価 　 2,763,019

売 上 総 利 益 　 1,772,630

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,755,865

営 業 利 益 　 16,764

営 業 外 収 益 　 65,212

受 取 利 息 配 当 金 26,524 　

有 価 証 券 利 息 2,768 　

受 取 賃 貸 料 3,810 　

受 取 事 務 手 数 料 24,367 　

雑 収 入 7,742 　

営 業 外 費 用 　 68,542

支 払 利 息 6,131 　

為 替 差 損 62,404 　

雑 損 失 6 　

経 常 利 益 　 13,434

特 別 利 益  56,954

固 定 資 産 売 却 益 2,556 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,120 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 12,502 　

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額 40,445 　

保 険 収 入 330 　

特 別 損 失 　 41,761

固 定 資 産 除 却 損 2,858 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,980 　

割 増 退 職 金 35,922 　

税 引 前 当 期 純 利 益 　 28,628

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,323 　

法 人 税 等 調 整 額 11,790 23,114

当 期 純 利 益 　 5,513
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株主資本等変動計算書

(平成21年９月１日から
平成22年８月31日まで)

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
資本剰余金
合　　　計

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成21年８月31日残高 878,750 963,000 963,000 42,187 5,539,000 230,230 5,811,418

当事業年度中の変動
額

　 　 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △45,933 △45,933

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 5,513 5,513

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

　 　 　 　 　 　 　

当事業年度中の変動額合計 － － － － － △40,419 △40,419

平成22年８月31日残高 878,750 963,000 963,000 42,187 5,539,000 189,811 5,770,998

 
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年８月31日残高 △158,074 7,495,093 5,010 5,010 7,500,104

当事業年度中の変動
額

　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 △45,933 　 　 △45,933

当 期 純 利 益 　 5,513 　 　 5,513

自己株式の取得 △323 △323 　 　 △323

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

　 　 △6,598 △6,598 △6,598

当事業年度中の変動額合計 △323 △40,742 △6,598 △6,598 △47,341

平成22年８月31日残高 △158,397 7,454,351 △1,588 △1,588 7,452,762
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注記事項

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式および

　　関連会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

①　製品、原材料および仕掛品 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

②　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法（ただし、平成10年９月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用

しております。

　 なお、主な耐用年数は、建物３～38年、構築物３～50

年、機械装置２～15年、車両運搬具２～６年、工具器

具備品２～20年であります。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。

　 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額(適格退職

年金解約返戻金控除後)に基づき計上しております。

　なお、当事業年度において、従来加入しておりました適格退職年金を解約し、解約返戻

金を退職給付債務の先払いとして従業員に支給しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上して

おります。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項　

(1）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っておりま

す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務等

③　ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期間の為

替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に

確保されているので決算日における有効性の評価を省略しております。

(3) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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５．会計処理方法の変更

（退職給付引当金）　　

　退職給付引当金の計上基準については従来原則法を採用しておりましたが、当事業年度

に当社が実施した整理解雇に伴い従業員数が著しく減少したこと、および年齢別人員構成

のばらつきにより、退職給付債務について合理的な数理計算上の見積りを行うことが困難

となったため、当事業年度末より簡便法により算定しております。

　なお、当事業年度において、従来加入しておりました適格退職年金を解約しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付引当金戻入額40,445千円を特

別利益に計上したため税引前当期純利益は同額増加しております。　

　

６．表示方法の変更

（貸借対照表）　　

　前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は金額的

重要性が高まってきたことから当事業年度より区分掲記することとしました。

　なお、前事業年度の「前受金」は3,489千円であります。　　

　

【貸借対照表に関する注記】

１．担保に供している資産

担保に供している資産およびこれに対応する債務は次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

　 科目 工場財団 その他

　 建物 850,655千円 3,843千円

　 構築物 297,672 －

　 機械装置 59,127 －

　 工具器具備品 2,950 －

　 土地 1,411,546 79,725

　 合計 2,621,953千円 83,568千円

　

(2) 上記に対応する債務

　 科目 金額 　

　 １年内返済予定長期借入金 72,992千円 　

　 長期借入金 97,700 　

　 合計 170,692千円 　

　

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,152,821千円
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３．保証債務

下記の会社の金融機関借入金に対して債務保証を行っております。

　 HKS USA,INC. 80,332千円 　

　 合計 80,332千円 　

　

　４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 410,087千円

長期金銭債権 246,974

短期金銭債務 4,257

　　

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

売上高 749,556千円

仕入高 21,047

その他の営業取引 54,068

営業取引以外の取引高 53,355

　

【株主資本等変動計算書に関する注記】

自己株式の種類および株式数に関する事項 （単位：株）

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 428,700 951 ― 429,651　

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 (1) 流動の部 　 　

　 （繰延税金資産） 　 　

　 未払事業税 1,434千円 　

　 賞与引当金 20,541 　

　 役員退職慰労引当金 8,344 　

　 たな卸資産評価損 57,327 　

　 一括償却資産 3,270 　

　 その他 6,015 　

　 繰延税金資産合計 96,932 　

　 繰延税金資産の純額 96,932 　

　

　 (2) 固定の部 　 　

　 （繰延税金資産） 　 　

　 貸倒引当金 89,398千円 　

　 退職給付引当金 57,642 　

　 役員退職慰労引当金 47,495 　

　 関係会社株式評価損 16,543 　

　 ゴルフ会員権評価損 1,699 　

　 繰越欠損金 189,102 　

　 その他 21,055 　

　 繰延税金資産小計 422,937 　

　 評価性引当額 △198,232 　

　 繰延税金資産合計 224,705 　

　 繰延税金資産の純額 224,705 　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

　 法定実効税率 40.35％ 　

　 （調整） 　 　

　 住民税均等割等 39.55 　

　 交際費等永久に損金に算入されない項目 8.14 　

　 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △28.08 　

　 評価性引当額 23.51 　

　 その他 △2.73 　

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 80.74％ 　
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【リースにより使用する固定資産に関する注記】

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年８月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。　

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

　 機械装置 工具器具備品 合計

取 得 価 額 相 当 額 4,500千円 12,762千円 17,262千円

減価償却累計額相当額 4,017 11,818 15,836

期 末 残 高 相 当 額 482千円 943千円 1,426千円

　

２．未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 1,532千円 　

　 合計 1,532千円 　

　

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

　 支払リース料 5,162千円 　

　 減価償却費相当額 4,782 　

　 支払利息相当額 131 　

　

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度への

配分方法については、利息法によっております。

　

【関連当事者との取引に関する注記】

(1) 役員および個人主要株主等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権
等 の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役 員 長谷川　浩之 －
当 社 代 表
取締役社長

被所有
直接 42.3％

－ －
土地・建物
の 賃 借

10,893 － －

（注）１．取引条件および取引条件の決定方針等

一般的取引条件によっております。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。
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(2) 子会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権
等 の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

HKS USA, INC.
千米ドル

2,664

自 動 車
関連部品
の 販 売

所有
直接100.0％

役員
２名

当社製品
の 販 売

製品の売上 381,397 売掛金 141,696

債 務 保 証 80,332 － －

HKS EUROPE
L I M I T E D

千英
ポンド

573

自 動 車
関連部品
の 販 売

所有
直接100.0％

役員
２名

当社製品
の 販 売

製品の売上 186,155 売掛金 109,040

HKS(Thailand)Co.
,Ltd.

千ﾀｲﾊﾞｰﾂ
8,000

自 動 車
関連部品
の 販 売

所有
直接49.0％

役員
２名

当社製品
の 販 売

受取手数料 17,026 未収入金 2,410

株式会社エッチ・ケー・
エス アビエーション

千円
30,000

超 軽 量 小 型
飛行機用エン
ジ ン の 販 売

所有
直接100.0％

役員
１名

当社製品
の 販 売

資金の貸付 － 長期貸付金 173,000

（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上

で決定しております。

２．債務保証については、金融機関よりの借入金に対して当社が保証を行っております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。担保は受け入れており

ません。

　

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,622円86銭

　 　

２．１株当たり当期純利益 1円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 5,513千円

普通株式に係る当期純利益 5,513千円

期中平均株式数 4,593千株
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【その他の注記】

１．退職給付会計に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、従来、確定給付型の適格退職年金制度および退職一時金制度でありましたが、

平成22年８月より適格退職年金制度を廃止し、退職一時金制度のみに変更いたしました。

　

　会計処理方法の変更に記載のとおり、当社は当事業年度末より退職給付債務の算定に

当たり、簡便法に変更しております。

　

(2) 退職給付債務に関する事項

　 ①退職給付債務 △142,855千円 　

　 ②年金資産残高 － 　

　 ③未積立退職給付債務　①＋② △142,855 　

　 ④未認識数理計算上の差異 － 　

　 ⑤退職給付引当金　③＋④ △142,855 　

　

(3) 退職給付費用に関する事項

　 ①勤務費用 28,370千円 　

　 ②利息費用 8,034 　

　 ③期待運用収益 △2,576 　

　 ④数理計算上の差異の費用処理額 △3,330 　

　 ⑤退職給付費用合計 30,497 　

　　

２．金額の表示

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年10月19日　

　株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス 　

　 取締役会　御中 　

　　 　

　 芙蓉監査法人 　

　 　　

　

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 伊 藤 隆 之 

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 大 塚 高 徳 

　

　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エッチ・ケ
ー・エスの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の連
結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本
等変動計算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、
試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表
明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エッチ・ケー・エス及び連
結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

追記情報　
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されている
とおり、会社は当連結会計年度より退職給付債務の計算方法を原則法から簡
便法に変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　
独立監査人の監査報告書

　

　 平成22年10月19日　

　株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス 　

　 取締役会　御中 　

　　 　

　 芙蓉監査法人 　

　　 　

　

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 伊 藤 隆 之 

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 大 塚 高 徳 

　

　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エッ
チ・ケー・エスの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第37期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計
算書並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附
属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属
明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として
の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より退職
給付債務の計算方法を原則法から簡便法に変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第37期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査人その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対
照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二　取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人芙蓉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人芙蓉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。　

　

　平成22年10月25日 　

　 株式会社エッチ・ケー・エス　監査役会 　

　

常勤監査役 渡 邊 彰 文 

監　査　役 植 松 敏 光 

監　査　役 河 野 　 誠 

　

　（注）監査役　植松敏光・河野誠は、社外監査役であります。 　

以　上
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株主総会参考書類

　

議案および参考事項

　

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、継続的な安定配当を重視するとともに、長期安定的な経営基盤の確

立にむけて、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。

　当事業年度の剰余金処分につきましては、当事業年度の業績、今後の経営見

通し等諸般の事情を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

　

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金10円 総額　45,923,490円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年11月29日

　

第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役渡邊彰文氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、新たに監

査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

北 根 幸 道
(昭和16年１月17日)

昭和38年４月　新三菱重工業株式会社（現 三菱自動車工

業株式会社）入社

平成９年６月　同社取締役乗用車開発本部副本部長

平成10年６月　米国三菱自動車株式会社取締役社長

平成12年６月　株式会社ラリーアート代表取締役社長

－

（注)１．北根幸道氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．北根幸道氏は、社外監査役候補者であります。

３．北根幸道氏は、経営者としての豊富な経験と高い識見をお持ちであり、その経験・識見

を当社の監査に反映していただくために、社外監査役として選任をお願いするものであり

ます。
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４．北根幸道氏は、選任後、会社との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約

を法令の限度内で締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法

第425条第１項に定める最低責任限度額となっております。　

　

第３号議案　退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

　平成22年２月28日をもって取締役を辞任された北川五一氏および本総会終結

の時をもって取締役を辞任されます松本典彦氏ならびに本総会終結の時をもっ

て監査役を辞任されます渡邊彰文氏に対し、それぞれ在任中の労に報いるため、

当社の定める内規に基づき、相当な範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存

じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期および方法等は、退任取締役について

は取締役会に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じま

す。

　退任取締役および退任監査役の略歴は次のとおりであります。
　

氏　　　　　名
 

略　　　　　　　歴

北 川 五 一

平成６年10月　当社取締役

平成９年11月　当社常務取締役

平成22年２月　辞任により退任

松 本 典 彦 平成10年11月　当社取締役（現在に至る）

渡 邊 彰 文 平成20年11月　当社常勤監査役（現在に至る）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　
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地図

株主総会会場ご案内図
　

会場：静岡県富士宮市北山7181番地

株式会社エッチ・ケー・エス　本社工場４号棟３階会議室

TEL 0544－29－1111

至 精進湖・河口湖ＩＣ
　 朝霧高原

至 ＪＲ富士宮駅

至 白糸滝

至 朝霧高原

出光

ファミリーマート シェル

㈱エッチ・ケー・エス
富士宮工場

至 ナショナル
　 カントリークラブ

㈱エッチ・ケー・エス
本社工場

エネオス

ＨＫＳ看板あり

至 富士山スカイライン

アマダ

Ｒ139
(富士宮バイパス)

至 富士ＩＣ

上井出ＩＣ

セブンイレブン

・交通
ＪＲ身延線　　　　富士宮駅下車　タクシーにて約25分
ＪＲ東海道新幹線　新富士駅下車　タクシーにて約45分

東名高速道路富士ＩＣより
西富士道路経由～富士宮バイパス上井出ＩＣ下車　約30分




